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備　考

全体 事業計画 全体 事業計画

計画目標年度 令和6年 令和6年 令和31年 令和11年

排除方式 分流式 同左 分流式 同左

計画処理面積 945.1ha 839ha 945.1ha 839ha

処理分区数 3 同左 3 同左

計画処理人口 75,400人 75,330人 79,000人 83,290人

日平均 360 360 335 335 地下水含む

日最大 450 450 420 420 〃

時間最大 645 645 605 605 〃

生活汚水 27,100 27,120 26,470 27,900

工場排水 2,600 2,600 1,230 1,230

計 29,700 29,720 27,700 29,130

生活汚水 33,900 33,900 33,190 34,980

工場排水 2,600 2,600 1,230 1,230

計 36,500 36,500 34,420 36,210

生活汚水 48,600 48,590 47,800 50,390

工場排水 5,200 5,200 2,460 2,460

計 53,800 53,790 50,260 52,850

主要幹線 9路線 同左 8路線 同左

中継ポンプ場 なし 同左 なし 同左

終末処理場 なし 同左 なし 同左

計画処理面積 937.0ha 827ha 937.0ha 827ha

降雨記録 東京1971～2000 同左 東京1971～2000 同左

降雨確率年 5年 同左 5年 同左

雨水量算定式 Q=(1/360)・Ｃ・Ｉ・Ａ 同左 Q=(1/360)・Ｃ・Ｉ・Ａ 同左

時間降雨強度 55.5㎜/hr 同左 55.5㎜/hr 同左

降雨強度式 4,610/(t+23) 同左 4,610/(t+23) 同左

流出係数 0.50～0.75 同左 0.50～0.75 同左

主要幹線 13路線 11路線 13路線 11路線

既計画(R6.1) 今回計画

汚
水
計
画

雨
水
計
画

項目

計
画
汚
水
量

日平均

日最大

時間最大

原単位

１． 下水道事業計画の概要 

 本市の公共下水道は、上位計画である荒川右岸流域下水道の関連公共下水道として昭和 46年度

に事業化され、その後の整備により、昭和 56 年から流域下水道に接続し処理されている。 

 昭和 48年に埼玉県によって策定された荒川流域別下水道整備総合計画（以下、荒川流総計画と

する）に基づき、水質環境基準の達成及び生活環境改善のために、荒川水系の 3 つの流域下水道

と 13の単独公共下水道で整備する方針として、荒川右岸流域下水道もここで位置づけされた。 

その後、数度の荒川流総計画と荒川右岸流域下水道の見直しを受け、平成 27 年 3月に未整備地

区の早期整備を図るため、令和 2 年 3 月末までの 2 ヶ年の事業計画年度の延伸を行い、その後も

令和 2 年 3 月には荒川右岸流域下水道計画の変更に伴い、令和 4 年度末までの事業計画年度の延

伸を行い、また、さらに令和 6年度末まで事業計画年度を延伸している。 

前回の事業計画の変更は、土地区画整理事業区域等の都市計画決定を受けて、区域の拡大（汚

水：約 45ha、雨水：約 41ha）を行っている。 

今回の事業計画変更は、流総計画の見直しにより、上位計画である荒川右岸流域下水道の全体

計画が見直されたことにより、フレームや原単位を見直し、事業計画年次も令和 11年度末まで延

伸する。 

 事業計画の変更概要を表 １－１に示す。 

 

表 １－１ 事業計画の変更概要 

 

Ⅱ-1



 

下水道事業等の経緯過程を表 １－２に示す。 

 

 

表 １－２ 下水道事業等の経緯過程(1/3) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

申請事項等 都市計画法 下水道法 告示年月日等 告示番号等

1.都市計画決定 第19条 排水区域 汚水 776.8ha 昭和45年7月8日 市告示第63号

雨水 170.0ha

2.事業計画認可 第4条 排水区域 汚水 652.0ha 昭和46年3月2日 建設省18-2号

雨水 170.0ha

事業施行期間S.46.3～S.53.3

第59条 同上 昭和46年3月12日 県告示第274号

3.都市計画の変更 第21条 排水区域 汚水 660.0ha 昭和53年8月30日 市告示第81号

雨水 660.0ha

4.事業計画の変更認可 第4条 排水区域 汚水 660.0ha 昭和53年12月12日 指令下建第754号

雨水 516.0ha

事業施行期間S.46.3～S.60.3

第63条 同上 昭和53年12月12日 県告示第1801号

5.都市計画の変更 第21条 汚水幹線位置の変更 昭和58年3月4日 市告示第21号

6.事業計画の変更認可 第4条 汚水幹線位置の変更 昭和58年7月26日 指令下水第433号

事業施行期間S.46.3～S.60.3

第63条 同上 昭和58年7月26日 県告示第1018号

7.事業計画の変更認可 第4条 事業施行期間の延伸 昭和60年3月19日 指令下水第1442号

　　S.46.3～S.64.3

第63条 同上 昭和60年3月19日 県告示第386号

8.都市計画の変更 第21条 雨水排水区域の変更 昭和60年9月20日 市告示第89号

汚水幹線位置の変更

雨水幹線の追加及び位置変更

都市下水路の名称変更

9.事業計画の認可変更 第4条 排水区域 汚水 660.0ha 昭和60年12月6日 指令下水第1218号

雨水 660.0ha

汚水幹線位置の変更

雨水幹線の追加及び位置変更

事業施行期間の延伸

　　S.46.3～S.67.3

第63条 同上 昭和60年12月6日 県告示第1918号

10.都市計画の変更 第21条 排水区域 雨水 689.0ha 平成2年5月10日 市告示第43号

雨水幹線の位置変更

11.事業計画の変更認可 第4条 区域の拡大 汚水 660.0ha 平成2年8月10日 指令下水第461号

雨水 660.0ha

雨水幹線の位置変更

事業施行期間の延伸

　　S.46.3～H.7.3

第63条 同上 平成2年8月10日 県告示第981号

12.都市計画の変更 第21条 汚水処理分区域の変更 平成3年12月27日 市告示第57号

雨水排水区域の変更

幹線位置及び延長の変更

13.事業計画の変更認可 第4条 汚水処理分区域の変更 平成4年8月21日 指令下水第440号

雨水排水区域の変更

幹線位置及び延長の変更

第63条 同上 県告示第1164号

14.事業計画の変更認可 第4条 雨水枝線位置の変更 平成5年6月7日 指令下水第214号

15.都市計画の変更 第21条 雨水調整池の追加 平成8年1月9日 市告示第2号

16.事業計画の変更認可 第4条 雨水調整池及びポンプ場の追加 平成9年3月21日 指令下水第1406号

幹線位置及び延長の変更

雨水排水区域の変更

事業施行期間の延伸

　　S.46.3～H.13.3

第63条 同上 平成9年3月21日 県告示第418号

内容
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表１－２ 下水道事業等の経緯過程(2/3) 

  

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

申請事項等 都市計画法 下水道法 告示年月日等 告示番号等

17.事業計画の変更認可 第4条 事業施行期間の延伸 平成13年3月9日 指令下水第1434号

　　S.46.3～H.16.3

第63条 同上 平成13年3月9日 県告示第306号

18.事業計画の変更認可 第4条 雨水排水区名称の変更 平成16年3月30日 指令下水第2565号
雨水排水区域の変更
雨水幹線名称及び位置の変更
雨水幹線の断面及び延長の変更
雨水調整池の名称変更
雨水ポンプ場の名称変更
吐口の名称及び位置の変更
吐口の放流量の変更
事業施行期間の延伸
　　S.46.3～H.20.3

第63条 同上 平成16年3月30日 県告示第651号

19.事業計画の変更認可 第4条 平成20年3月18日 指令下水第683号

事業施行期間の延伸

　　S.46.3～H.25.3

第63条 同上 平成20年3月18日 県告示第379号

20.事業計画の変更 第4条 平成25年3月29日 都計第620号

指令和都第1号

第63条 同上 平成25年3月29日 和光市告示第47号

21.事業計画の変更 第4条 平成27年3月27日 都計第687号

指令和都第1号

第63条 同上 平成27年3月27日 和光市告示第45号

22.都市計画の変更 第21条 排水区域 汚水 794ha 平成30年1月22日 市告示第13号
雨水 786ha

汚水及び雨水幹線の字名変更

23.事業計画の変更 第4条 区域の拡大 汚水 794ha 平成30年3月19日 都計第695-1号
雨水 786ha

予定処理区域の変更
予定排水区域の変更
吐口調書の変更

指令和都第402号
第63条 同上 平成30年3月29日 和光市告示第 61号

24.事業計画の変更 第4条 令和2年2月14日 下事第392-1号

指令和都第294号
第63条 同上 令和2年3月4日 和光市告示第46号

25.事業計画の変更 第4条 令和5年3月9日 下事第512-1号

指令和都第241号
第63条 同上 令和5年3月24日 和光市告示第60号

26.都市計画の変更 第21条 排水区域 汚水 839ha 令和5年10月6日 市告示第249号
雨水 827ha

事業施行期間の延伸
　　S.46.3～R.5.3

汚水及び雨水幹線の主要な管きょ
の断面及び延長の変更

汚水及び雨水幹線の都市施設とし
て定める範囲の変更

雨水調整池の排水区名と位置の字
名変更

事業施行期間の延伸
　　S.46.3～R.7.3

内容

越後山土地区画整理地区の変更

事業施行期間の延伸

　　S.46.3～H.27.3

事業施行期間の延伸

　　S.46.3～H.32.3
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表１－２ 下水道事業等の経緯過程(3/3) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

申請事項等 都市計画法 下水道法 告示年月日等 告示番号等

27.事業計画の変更 第4条 区域の拡大 汚水 839ha 令和6年1月22日 下事第493-1号
雨水 827ha

予定処理区域の変更

指令和都第184号
第63条 同上 令和6年2月6日 和光市告示第26号

28.事業計画の変更 第4条 令和7年3月14日 下事第642-1号

指令和都第88号
第63条 同上 令和7年3月24日 和光市告示第74号

事業施行期間の延伸
　　S.46.3～R.12.3

汚水幹線の追加・変更

内容

汚水及び雨水幹線の主要な管きょ
の断面及び延長の変更

予定排水区域の変更
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２． 予定処理区域及びその周辺の地域の地形及び土地の用途 

２－１ 地形及び土地の利用状況 

 和光市は、埼玉県の最南端東よりに位置し、東京都への玄関口として、東側は板橋区、南側は

練馬区に隣接し、都心からは 19km、池袋へは 11km の距離にある。東西 2.5km、南北 4.9km、面積

11.04km2 であり、近年、躍進著しい首都圏近郊都市である。土地は、武蔵野台地の東端で全体に

起伏の多い台地状を呈し、南部に平坦地がある。 

 市の中央を川越街道（国道 254 号）が東西に横断し、北端を荒川、新河岸川が流れ、また、東

側は市境界（都県境）に沿って白子川が流下している。市の大部分を占める台地には、陽あたり

を利用した畑がひらけ、新河岸川沿いには水田を擁していたが、近年において全体的な宅地化が

進んでいる。住居は川越街道、駅前通りを中心にしてほとんど全市域に広がっている。工業も川

越街道沿線、白子川沿岸を中心に伸展している。表 ２－２に近年の土地利用状況を示し、表 ２

－４に農地転用状況を表す。これより、本市の田畑は減少して宅地化が進んできた現在までの背

景が分かる。 

 また、昭和 45 年の法改正による新都市計画法によって市街化区域、市街化調整区域の線引きが

行われ、本市の市街化区域は市の中心部 640ha が決定した。その後、一部区域が拡大され、昭和

53 年度に 722ha が決定された。なお、昭和 59 年度に 22ha が暫定的に逆線引きされたが、既に汚

水の整備が一部完了していたため供用を開始した。 

 現在における市街化区域及び市街化調整区域及び用途地域別面積を表 ２－３に示す。 

 

 本市の土地利用計画は、上位計画（「首都圏整備計画」、「第２次埼玉県総合振興計画」等）を基

礎とし、また、東武鉄道、東京地下鉄及び国道 254 号、国道 245 号バイパスの基幹線を中心とし

た本市の将来の発展に対処する長期展望に立って、都市機能を十分備えた総合的な土地利用計画

を反映したものである。 

 表 ２－１に本市における「和光市土地利用計画」に基づいた秩序ある土地開発を進めるための

土地区画整理事業を示し、図２－１にその位置を示す。 

 

  

Ⅱ-5



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：和光市ホームページ 

 

図２－１ 土地区画整理事業の位置 
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表 ２－１ 土地区画整理事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：和光市ホームページ 

 

 

 

事業名 施行者 施行面積 事業計画公告日 施行年度 換地処分公告日

丸山台
土地区画整理事業

市
約38.2

（ヘクタール）

当初：
昭和45年4月10日

最終変更：
平成8年9月3日

昭和45年度
～

平成9年度
平成10年1月23日

 松ノ木島
土地区画整理事業

組合
約7.68

（ヘクタール）

当初：
昭和60年4月16日

最終変更：
平成元年7月21日

昭和60年度
～

平成元年度
平成元年11月14日

 野川
土地区画整理事業

組合
約4.16

（ヘクタール）

当初：
平成4年6月12日

最終変更：
平成9年5月23日

平成4年度
～

平成13年度
平成13年11月6日

 中央第二谷中
土地区画整理事業

組合
約25.5

（ヘクタール）

当初：
平成4年11月13日

最新変更：
令和2年8月25日

平成4年度
～

令和3年度
平成30年12月7日

 越後山
土地区画整理事業

組合
約14.8

（ヘクタール）

当初：
平成17年8月26日

最新変更：
令和6年10月11日

平成17年度
～

令和10年度（予定）
－

和光市駅北口
土地区画整理事業

市
約11.3

（ヘクタール）

当初：
平成20年12月16日

最新変更：
令和4年2月22日

平成20年度
～

令和11年度（予定）
－

白子三丁目中央
土地区画整理事業

組合
約7.0

（ヘクタール）

当初：
平成21年11月20日

最新変更：
令和4年7月22日

平成21年度
～

令和13年度（予定）
－

和光北インター地域
土地区画整理事業

組合
約18.2

（ヘクタール）

当初：
平成21年12月25日

最新変更：
平成30年1月5日

平成21年度
～

平成30年度
平成30年5月11日

和光市二軒新田

土地区画整理事業
個人

約0.96
（ヘクタール）

当初：
令和4年10月27日

最新変更：
令和6年3月15日

令和4年度
～

令和6年度
令和6年9月27日

和光北インター
東部地区

土地区画整理事業
組合

約38.1
（ヘクタール）

当初：
令和5年10月6日

最新変更：
令和6年7月23日

令和5年度
～

令和15年度（予定）
－
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表 ２－４ 農地転用状況 

 

 

 

２－２ 下水の排除方式及びその決定の理由 

（１） 下水の排除の現況 

1) 河川及び排水路の現況 

本市の地形は高台の部分が多く、市の西側を越戸川、中央部を谷中川が流れ、下流部におい

て越戸川と合流する。また、東部県境に白子川が流れ、それぞれ新河岸川へと流入する。本市

の雨水はこの 3 つの河川に流れ込むような地形をなしている。この 3 つの河川のうち中央部を

流れ、下水排除の最も重要な役目を果たしている谷中川は都市下水路事業としての整備を完了

し、その後の雨水計画の見直しにおける改修が完了している。 

 

2) 汚水排除の現況及びし尿処理の状況 

汚水排除については、昭和 46年に荒川右岸流域関連公共下水道として下水道法の認可を受け

て以来、下水道整備を進めてきている。昭和 56 年に供用開始し、令和 5年度末においては事業

計画区域 839ha のうち、処理区域面積は約 770ha となっている。また、下水道普及率は 97.3％

となっている。 

その他の未処理人口のし尿については、和光市、朝霞市、新座市、志木市の４市からなる朝

霞地区衛生組合のし尿処理場において処理されている。和光市の供用開始区域内の非水洗化率

は、令和 5年度末で約 0.8％である。 

表 ２－５ 非水洗化人口 

 （単位：人） 

  項目 

市 

行政人口    

① 

処理区域内人口   

② 

水洗化人口 

③ 

普及率   

②/① 

非水洗化人口 

②-③＝④ 

非水洗化率 

④/② 

和光市 84,378 82,092 81,425 97.3％ 667 0.8％ 

                           ※ 令和 5年度末現在 

 

(2) 下水の排除方式及び決定の理由 

 下水の排除方式には、合流式と分流式がある。 

  排除方式の決定は、その土地の地勢、道路等の立地条件に左右される。 

  合流式は、汚水と雨水をまとめて遮集するものであり、全体の事業費が安価となる。反面、断

区分
年次 件数（件） 面積（ｱｰﾙ）

平成30年 47 361
令和元年 39 279
令和2年 46 271
令和3年 33 171
令和4年 48 230
令和5年 92 448

総数

出典：統計わこう　令和5年度版
※農地法第4条、第5条により届出、許可を必要とする農地転用を示す。
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面形状が雨天時の雨水量で決定されるため、晴天時には水量が極端に少なくなり、管内流速が低

下する。そのため、管内に汚物が堆積しやすくなる。これが雨天時には一気に流下し、雨水吐室

から放流され、公共用水域の汚濁の要因となる。 

  一方、分流式は、汚水と雨水を別々の管渠で遮集するものであり、２種類の管渠を敷設するた

め、高価な施設となる。また、道路幅が狭い場合、工事が複雑となり、管渠の接続に注意を要す

る。 

  公共用水域の水質汚濁防止における下水道の役割が高く評価されている現在、その選択にあた

っては、環境の整備、特に水利用の立場から公共用水域の水質汚濁防止が最も重視されなければ

ならない。 

  本市においては、以上を考慮するとともに、上位計画である荒川右岸流域下水道計画と整合を

図り、下水の排除方式は 分 流 式 とする。 

 

２－３ 予定処理区域及びその決定の理由 

(1) 予定処理区域（汚水） 

予定処理区域の設定にあたっては、公共用水域の水質保全上効果的で、かつ、投資効果の面で

も有利と考えられる地区とし、上位計画である荒川右岸流域下水道計画と整合を図るものとする。 

和光市の汚水の予定処理区域（全体計画区域）は、新河岸川の堤防の南側の新河岸川水循環セ

ンターを除くほぼ全域（945.1ha）としている。新河岸川の南側で計画区域から控除している区域

は以下のとおりである。 

・独自に排水施設を有する流域の処理場である新河岸川水循環センター（35.0ha）。ただし、処

理場内にあるアーバンアクア公園（8.1ha）は計画区域に含めることとしている。 

・東京外かく環状道路（外環道）のうち、覆蓋のない 4.14ha 

前回の計画においては、新河岸川第 19処理分区の東部第２分区において区画整理事業地等の用

途地域の追加に伴って、市街化区域が 41.4ha の増、その他の区域（用途地域外）が 41.4ha の減

としたが、今回計画では、全体計画、事業計画とも区域の変更（追加、削除）は行わない。 

なお、今回の上位計画変更に伴う和光市の全体計画の見直しにおいて、GIS による図面作成及び

流量計算表作成を行っており、その中で宅地に合わせて区画割をも見直すとともに、GIS により処

理分区別用途別面積の計測を行っている。 

台帳データから、管路の布設状況および各宅地からの桝の位置を考慮し区画割を見直した結果、

新河岸第 19 処理分区と新河岸第 18-3 処理分区の処理分区界を図２－２のとおり変更した。面積

については、新河岸台 18-3 処理分区の計画面積が 3.0ha であるのに対し、見直し後の面積（GIS

測量）は 2.98ha とほぼ同程度の面積であることから変更は行っていない。処理分区界変更に伴う

面積の計測結果（GIS 測量）を表２－６に示す。 
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図２－２ 新河岸第 19処理分区と新河岸第 18-3 処理分区の処理分区界変更 

 

表２－６ 処理分区界変更に伴う面積の計測結果（GIS 測量） 

 

 

 

処理分区別用途地域別面積は、GIS による計測値と「荒川右岸流域下水道全体計画」で設定して

いる公称値とを比較し、補正係数を乗じて設定した。また、事業計画における用途地域外の面積

についても、既計画と変わらないとして設定した（ただし、事業計画の用途地域外の面積の合計

は変えないが、新河岸川第 18-3 処理分区で今回 0.4ha を見込むことから、新河岸川第 19 処理分

区の中央第 2分区の面積を 0.4ha 減じた形で調整した。）。面積の補正結果を表２－７に示す。 

 

  

処理分区界（変更後）

処理分区界（変更前）

凡例
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表２－７ 処理分区別用途地域別面積の補正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２－８に予定処理区域面積（汚水）と図２－３に下水道計画一般図(汚水)を示す。 

 

 

(2) 予定排水区域（雨水） 

 予定排水区域の設定にあたっては、地形の状況や排水路の現況等、自然条件及び土地利用計画

における開発計画等、社会的条件を考慮して決定した。平成 15 年の全体計画の見直しに伴い、市

域のうち、新河岸川右岸を下水道計画の対象排水区としている。また、独自に排水施設を有する

荒川右岸終末処理場（35.0ha）については計画区域より控除するものとしている。外環道（覆蓋

のない 4.14ha）については、直接排水される区域となる。 

  

流域別の予定排水区域面積（雨水）を表２－９、下水道計画一般図(雨水)を図２－４に示す。ま

た、排水区別の面積表は、表４－８の排水区別面積に示す。 
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表
２
－
８
(
2)
 
処
理
分
区
用
途
地
域
別
計
画
面
積
（
汚
水
）
 

                  注
）
荒
川
右
岸
流
域
下
水
道
処
理
場
（
和
光
）
の
区
域

35
.0
ha

は
準
工
業
地
域
に
指
定
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
の
う
ち
の
ア
ー
バ
ン
ア
ク
ア
公
園
（
8
.1
ha
）
を
除
く
区
域
は
下
水
道
計
画
区
域
外
と
し

て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
用
途
地
域
の
う
ち
、
3
5
.0
ha
－
8.
1h
a
＝
2
6.
9h
a
は
下
水
道
計
画
区
域
外
と
し
て
い
る
。
 

  【事
業

計
画

】汚
水

(h
a）

第
１

種
第

２
種

第
１

種
第

２
種

第
１

種
第

２
種

低
層

住
専

低
層

住
専

中
高

層
住

専
中

高
層

住
専

住
居

住
居

既
計

画
0
.0

0
.0

0
.0

今
回

計
画

0
.0

0
.0

0
.0

差
0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

既
計

画
1
3
6
.8

1
1
5
.0

1
3
.3

5
.3

1
4
.6

2
3
.5

5
6
.1

3
6
4
.6

7
2
.1

4
3
6
.7

今
回

計
画

1
3
6
.7

1
1
6
.2

1
3
.3

1
.9

1
4
.6

2
3
.5

5
6
.1

3
6
2
.3

7
1
.7

4
3
4
.0

差
0
.0

0
.0

-
0
.1

0
.0

1
.2

0
.0

0
.0

-
3
.4

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

-
2
.3

-
0
.4

-
2
.7

既
計

画
1
2
6
.0

9
5
.7

8
.9

4
4
.9

4
7
.8

4
.8

1
3
.8

3
4
1
.9

7
.4

3
4
9
.3

今
回

計
画

1
2
6
.0

9
5
.7

8
.9

4
4
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3
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4
7
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4
.8

1
3
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4
4
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7
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2
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0
.0
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.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

-
0
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0
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0
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0
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0
.0

2
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0
.0

2
.7

既
計
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5
.5

4
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2
2
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4
.0

5
.4

4
1
.4

3
.6

4
5
.0

今
回

計
画

5
.5

4
.2

2
2
.3

4
.0

5
.4

4
1
.4

3
.6

4
5
.0

差
0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
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0
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0
.0

0
.0

0
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4
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.2

5
.3

1
4
.6

9
3
.6

6
4
.9

1
9
.2

7
4
7
.9

8
3
.1
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3
1
.0

今
回
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画

0
.0

0
.0

2
6
8
.2

0
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1
6
.1

8
.9

5
7
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5
.3

1
4
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4
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1
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【全体計画】雨水
(ha）

河川流域 市街化区域 その他の区域 計
既計画 287.58 28.12 315.70

今回計画 287.58 28.12 315.70
差 0.00 0.00 0.00

既計画 262.96 97.88 360.84
今回計画 262.96 97.88 360.84

差 0.00 0.00 0.00
既計画 111.46 28.47 139.93

今回計画 111.46 28.47 139.93
差 0.00 0.00 0.00

既計画 73.16 43.23 116.39
今回計画 73.16 43.23 116.39

差 0.00 0.00 0.00
既計画 4.14 0.00 4.14

今回計画 4.14 0.00 4.14
差 0.00 0.00 0.00

既計画 739.30 197.70 937.00
今回計画 739.30 197.70 937.00

差 0.00 0.00 0.00

【事業計画】雨水
(ha）

河川流域 市街化区域 その他の区域 計
既計画 287.58 2.56 290.14

今回計画 287.58 2.56 290.14
差 0.00 0.00 0.00

既計画 262.96 85.15 348.11
今回計画 262.96 85.15 348.11

差 0.00 0.00 0.00
既計画 111.46 0.00 111.46

今回計画 111.46 0.00 111.46
差 0.00 0.00 0.00

既計画 73.16 0.00 73.16
今回計画 73.16 0.00 73.16

差 0.00 0.00 0.00
既計画 4.14 0.00 4.14

今回計画 4.14 0.00 4.14
差 0.00 0.00 0.00

既計画 739.30 87.71 827.01
今回計画 739.30 87.71 827.01

差 0.00 0.00 0.00

白子川流域

谷中川流域

越戸川流域

新河岸川流域

外環道の
直接排水区域

計

白子川流域

谷中川流域

越戸川流域

新河岸川流域

外環道の
直接排水区域

計

 

表 ２－９ 予定処理区域面積（雨水） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 谷中川流域の市街化区域には、外環道の 2.16ha、市街化調整に 1.31ha を含む 
※ 新河岸川流域の市街化区域には、外環道の 4.14 ha を含む 
※ 新河岸川流域のアーバンアクアの 8.1ha は計画区域から除く（945.1-8.1＝937.0ha） 
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図 ２-３ 下水道計画一般図（汚水） 
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図 ２-４ 下水道計画一般図（雨水） 
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２－４ 管渠、処理施設及びポンプ場の位置の決定の理由 

(1) 管渠施設 

 本市のほとんどが新河岸川第 19処理分区であり、谷中川を境に右岸を東部分区とし、左岸を中

央分区としている。管渠系統は東部分区の東部第 1 号汚水幹線がメインの幹線であり、流域下水

道の終末処理場である和光処理場へ直接流入している。また、中央分区は谷中川沿いが地形状最

も低く中央第１号汚水幹線が北上し東部第 1号汚水幹線に流入する計画であり、整備済みである。

新河岸川第 18-2、18-3 処理分区は朝霞市に流出し、流域下水道の新河岸川幹線に流入する計画で

ある。 

 雨水排水区域は白子川、谷中川、越戸川、新河岸川の４流域からなり、各河川は新河岸川へと

流入している。雨水管渠系統は、高台が多い地形から越戸川、谷中川、白子川の３河川に流れ込

む地形となっており、中央部を流れ都市下水路事業として整備されている谷中川を中心に各河川

へ排水する計画である。 

 

(2) 処理施設 

 予定処理区域の汚水は全て荒川右岸流域下水道幹線に接続し、流域下水道荒川右岸終末処理場

で処理される。そのため、本公共下水道に処理施設は設けない。 
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３． 計画下水量及びその算出の根拠 

３－１ 人口及び人口密度並びにこれらの推定の根拠 

(1) 行政区人口の推移と将来 

 平成 27 年～令和 6年度（10ヶ年）までの行政人口の推移を表３－１、図３－１に示す。これに

よると､コロナ禍において一時的に減少傾向がみられたものの、コロナ禍を除くと直線的な増加が

みられている。 

行政人口の将来予測は、過去の実績値をもとに推計式を用いて推測する。 

一方、上位計画である「荒川・中川流総計画」（令和 5年策定）では埼玉県長期水需給の見通し、

埼玉県５か年計画等の各種計画での予測値や国立社会保障・人口問題研究所の推計値、平成 22 年

～令和元年まで 10年間の実績を用いた数学的予測等を参考として、そのうちの「埼玉県５か年計

画」の推計値を基に、R31 の行政人口を設定しており、「荒川右岸流域下水道全体計画」もそれに

準拠している。この推計結果を見ると、令和 5年時点で 83,599 人である人口が今後減少し、令和

31 年には 79,000 人になると推計している。 

我が国の人口は、平成 18年をピークに減少に転じており、埼玉県の全県人口も令和 3年に減少

に転じている。一方、和光市においては、令和 6 年時点まで増加傾向が続いている。令和 2 年の

国勢調査データを基にコーホート要因法により推計している国立社会保障･人口問題研究所によ

る人口推計結果（令和 5年推計）によれば、和光市では令和 17年（86,269 人）まで増加傾向が続

き、その後減少する予測となっている。 

 このことから、本計画における行政人口は、社人研の予測値よりやや少ない（R11 年で約 3%、

目標年で約 6％程度少ない）ものの、大きな差ではないため、上位計画である「荒川右岸流域下水

道全体計画」との整合を図り、令和 31年の行政人口を 79,000 人とする。 

 表３－２に行政人口の将来値を示す。 

 

表 ３－１ 行政人口の推移 

 

 

 

 

計 男 女
平成27年 38,499 80,089 41,312 38,777 2.08 100.9
平成28年 39,027 80,546 41,541 39,005 2.06 100.6
平成29年 39,599 81,151 41,782 39,369 2.05 100.8
平成30年 40,198 81,827 42,100 39,727 2.04 100.8
平成31年 41,175 82,876 42,649 40,227 2.01 101.3
令和2年 41,928 83,821 43,064 40,757 2.00 101.1
令和3年 42,265 83,781 42,975 40,806 1.98 100.0
令和4年 42,572 83,199 42,633 40,566 1.95 99.3
令和5年 42,761 83,599 42,858 40,741 1.96 100.5
令和6年 43,671 84,378 43,334 41,044 1.93 100.9

※各年3月3１日のデータとする。　　　※外国人含む

年次
世帯数
（世帯）

人口　(人） 世帯人員
(人/世帯)

人口の
対前年比

備考
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注）予測は H27～R6 年度の過去 10 ヶ年のデータを基にした予測 

 

 

表 ３－２ 行政人口の将来値 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）社人研推計値は、国立社会保障・人口問題研究所 HP の「日本の地域別将来推計人口」（令和 5（2023）年

推計）の和光市の推計人口 

 

 

図 ３－１ 行政人口の推移と将来計画 

単位：人

項目
令和6年

現況
令和11年 令和12年 令和13年 令和21年 令和22年 令和27年

令和31年
全体計画
目標年

令和32年

実績値 84,378

予測（直線） 86,961 91,629 96,297

予測（対数） 87,077 92,127 97,443

社人研推計値（令和
５年推計）

86,097 86,088 84,333

第５次和光市総合振
興計画（R2.9）

90,000 95,000

荒川右岸流域下水道
全体計画

83,400 81,800 79,000

採用値 83,400 81,800 79,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

H27 H29 R1 R3 R5 R7 R9 R11 R13 R15 R17 R19 R21 R23 R25 R27 R29 R31

行
政

人
口

（
人

）

現 況 値

荒川右岸流域下水道全体計画

予測（直線）

予測（対数）

社人研推計値（令和５年推計）

第５次和光市総合振興計画

（R2.9）
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(2) 下水道計画区域内人口（全体計画） 

 将来の下水道計画区域内人口は、上位計画と整合を図り、令和 31年の下水道計画区域内人口を

決定する。表 ３－３に下水道計画区域内人口の将来値を示す。なお、和光市においては、下水道

計画区域内人口＝行政人口としている。 

 

表 ３－３ 下水道計画区域内人口（全体計画区域） 

 

 

(3) 下水道計画区域内人口（事業計画） 

 事業計画変更における下水道計画区域内人口は、上位計画に準拠し次のとおり算定する。 

 

荒川・中川流総計画の見直しに伴う「荒川右岸流域下水道全体計画」の見直しでは、処理分区

別現況人口の算定においては、現況の町丁字別人口を処理分区単位及び線引きが明確な「用途地

域」と「市街化調整区域」に配分している。 

処理分区別の人口配分については、全体計画におけるアンケート調査データを用いて、以下の

ように処理分区別の配分を行っている。その結果を表３－４に示す。 

① 現況（令和 5年 4月 1日）の町丁字別人口の処理分区別配分データを基に、処理分区別人口を

集計し、そのデータから各処理分区の比率を求める。 

② 将来、世帯数、人口が増加すると見込まれる地区について、想定される人口の増加人数を加え

た人口から、各処理分区の比率を求める。（和光市においては、新河岸第 19 処理分区に予定し

ている「和光市駅北口土地区画整理事業」に伴い、R11 年時点で市街化区域に 900 人増加する

と想定している。） 

③ 計画人口を現況の処理分区別の比率で配分する。 

 

表 ３－４ 荒川右岸流域下水道全体計画における処理分区別人口の算定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政人口 下水道計画人口 比率 行政人口 下水道計画人口 比率

83,599人 83,599人 100.0% 79,000人 79,000人 100.0%

令和5年4月1日（流域基準年） 令和31年度（全体計画）

 
市街化 市街化調整 計 市街化 市街化調整 計 市街化 市街化調整 計 市街化 市街化調整 計

新河岸第19 82,349 207 82,556 82,160 200 82,360 80,590 200 80,790 77,830 190 78,020
新河岸第18-2 663 0 663 660 0 660 640 0 640 620 0 620
新河岸第18-3 380 0 380 380 0 380 370 0 370 360 0 360

計画区域内　計 83,392 207 83,599 83,200 200 83,400 81,600 200 81,800 78,810 190 79,000

和光市

全体計画区域内人口（人）

備考現況（令和5年4月1日） 令和11年 令和21年 令和31年行政区 処理分区
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また、「用途地域」のうち、工業専用地域に定住人口はいないものとしている。 

以上から、事業計画人口については、以下の方法で算定する。 

  処理分区別面積を「用途地域」（工業専用地域は除く）と「市街化調整区域」に分類する。 

  事業計画目標年（令和 11年度）の全体計画区域内の「用途地域」と「市街化調整区域」の

人口密度を算定する。 

  事業計画目標年（令和 11年度）全体計画区域内の平均の人口密度に事業計画目標年までに

整備する計画面積を乗じ、「用途地域」、「市街化調整区域」別に事業計画人口を算定する。 

 

表３－５に全体計画及び事業計画年次の処理分区別の「用途地域」、「市街化調整区域」別の面

積を示す。また、表３－６に全体計画の処理分区別面積、人口、人口密度を示す。 

表３－７では、事業計画年次（令和 11年度）の全体計画区域内の処理分区別面積・人口・人口

密度を示し、この人口密度を用いて算定した事業計画の人口を示す。 

 

表 ３－５ 人口算定における面積区分 

 

 

表 ３－６ 全体計画における処理分区別面積・人口・人口密度 

 

 

 

 

 

用途地域
工業専用

地域
計 用途地域

工業専用
地域

計

新河岸川第19 729.1 19.2 748.3 189.1 937.4 729.1 19.2 748.3 82.7 831.0
新河岸川第18-2 4.7 - 4.7 - 4.7 4.7 0.0 4.7 0.0 4.7
新河岸川第18-3 2.6 - 2.6 0.4 3.0 2.6 0.0 2.6 0.4 3.0

計 736.4 19.2 755.6 189.5 945.1 736.4 19.2 755.6 83.1 838.7

市街化
調整区域

処理分区

全体計画（令和31年度） 事業計画（令和11年度）
用途地域

合計
用途地域

合計
市街化

調整区域

用途地域
工業専用

地域
計

面積(ha) 729.1 19.2 748.3 189.1 937.4
人口(人） 77,830 - 77,830 190 78,020
人口密度(人/ha) 106.75 - 106.75 1.00 83.23
面積(ha) 4.7 - 4.7 - 4.7
人口(人） 620 - 620 - 620
人口密度(人/ha) 131.91 - 131.91 - 131.91
面積(ha) 2.6 - 2.6 0.4 3.0
人口(人） 360 - 360 0 360

人口密度(人/ha) 138.46 - 138.46 0 120.00

面積(ha) 736.4 19.2 755.6 189.5 945.1
人口(人） 78,810 - 78,810 190 79,000
人口密度(人/ha) 107.02 - 104.30 1.00 83.59

計

市街化
調整区域

新河岸第19

新河岸第18-2

新河岸第18-3

処理分区 項目

全体計画（令和31年度）
用途地域

合計
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表 ３－７ 事業計画における処理分区別面積・人口・人口密度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用途地域
工業専用

地域
計

面積(ha) 729.1 19.2 748.3 189.1 937.4
人口(人） 82,160 - 82,160 200 82,360
人口密度(人/ha) 112.69 - 112.69 1.06 87.86
面積(ha) 4.7 - 4.7 - 4.7
人口(人） 660 - 660 - 660
人口密度(人/ha) 140.43 - 140.43 - 140.43
面積(ha) 2.6 - 2.6 0.4 3.0
人口(人） 380 - 380 0 380

人口密度(人/ha) 146.15 - 146.15 0 126.67

面積(ha) 736.4 19.2 755.6 189.5 945.1
人口(人） 83,200 - 83,200 200 83,400
人口密度(人/ha) 112.98 - 110.11 1.06 88.24

新河岸第19

新河岸第18-2

新河岸第18-3

計

処理分区 項目

全体計画区域内（令和11年度）
用途地域

市街化
調整区域

合計

用途地域
工業専用

地域
計

面積(ha) 729.1 19.2 748.3 82.7 831.0
人口密度(人/ha) 112.69 - 112.69 1.06 98.98
人口(人） 82,160 - 82,160 90 82,250
面積(ha) 4.7 - 4.7 - 4.7
人口密度(人/ha) 140.43 - 140.43 - 140.43
人口(人） 660 - 660 - 660
面積(ha) 2.6 - 2.6 0.40 3.0
人口密度(人/ha) 146.15 - 146.15 0.00 292

人口(人） 380 - 380 0 380

面積(ha) 736.4 19.2 755.6 83.1 838.7
人口(人） 83,200 - 83,200 90 83,290

事業計画（令和11年度）
用途地域

市街化
調整区域

合計

新河岸第19

項目

新河岸第18-2

処理分区

新河岸第18-3

計
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 ３－２ １人１日当りの汚水の量及びその推定の根拠 

 

 本市の過去 10 年間（平成 26～令和 5年度）の給水実績を、図３－２に示す。1人１日当りの生

活給水量は 250 ℓ/人・日程度を推移し、概ね横ばいの傾向を示している。在宅時間の増加や生活

様式の変化を背景に、コロナ禍において一時的に水需要が増加したが、近年はコロナ禍以前の水

準に戻りつつある。コロナ禍を除くと 242～247L/人･日となっている。 

また、営業用水率はコロナ禍を除くと概ね 15%から 17%の間を推移している。営業用水率も 1人

１日当りの生活給水量と同様に、コロナ禍の影響がみられたが近年は回復しつつある。 

 

図 ３-２ 給水実績による生活給水量、営業用水率の推移 

 

 上位計画では、1 人 1 日当りの汚水量原単位は基礎家庭汚水量と営業用水量とに分けて推計し

ている。基礎家庭汚水量の 1 人 1 日当りの汚水量原単位の現況値は、水道統計の給水実績により

算出している。なお、基礎家庭汚水量と営業用水量の合計を生活排水量という。 

また、将来値は過去 10 ヶ年の傾向から一定の値とし、令和 31 年までの 1 人 1 日当りの基礎家

庭汚水量を日平均で 240ℓ/人・日と推定している。 

 営業用水量については上位計画に基づき、営業用水率を基礎家庭汚水量の 16.6％とし、 

   営業用水量＝基礎家庭汚水量×営業用水率 

として求めている。 

 従って、本市の過去 10年間の実績は上位計画に概ね整合しているため、上位計画と整合を図り、

表 ３－８に示す生活排水量原単位を採用する。 
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表 ３－８ 生活排水量原単位 

（単位：ℓ/人・日） 

項  目 
令和 11 年 

（事業計画） 

令和 31 年 

（全体計画） 
備 考 

基礎家庭 240 240 ① 

営  業 40 40 ① の 16.6％ 

計 280      280  

 

 

 ３－３ 家庭下水、工場排水、地下水等の量及びこれらの推定の根拠 

 

(1) 家庭下水量及び地下水量の推定 

 家庭下水量は次式により算定される。 

家庭下水量＝生活排水量原単位（基礎家庭＋営業）×計画処理人口 

 

 施設計画に用いる施設汚水量原単位は、生活排水量原単位に地下水量を加えることとする。 

 また、家庭下水量については、日平均を基準とし、日最大、時間最大を次のように求める。 

a) 日平均＝生活排水量原単位 

b) 日最大汚水量原単位＝日平均生活排水量原単位×1.3 

c) 時間最大汚水量原単位＝日最大生活排水量原単位×1.5 

 地下水量については、「下水道施設設計指針と解説（2019 年版）」では家庭汚水日最大量の 10％

～20％としている。上位計画では、この標準値の中間値を採用することとし、日最大量の 15％、

一律 55ℓ/人・日を見込むものとしている。本計画においても上位計画に基づき一律 55ℓ/人・日を

見込むものとする。 

表 ３－９に施設汚水量原単位を、表 ３－１０に処理分区別生活排水量を示す。 

 

表 ３－９ 施設汚水量原単位 

 

 
 年　次 令和11年 令和21年 令和31年 備　考

生活排水 280 280 280

地 下 水 55 55 55

計 335 335 335

生活排水 365 365 365 日平均（生活）×1.3

地 下 水 55 55 55 日最大（生活）×15%

計 420 420 420

生活排水 550 550 550 日最大（生活）×1.5

地 下 水 55 55 55

計 605 605 605

日
平
均

日
最
大

時
間
最
大
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表 ３－１０ 処理分区別生活排水量 

 

 

(2) 工場排水量 

工場排水量は、関連市町の中分類別工業出荷額に、中分類別排水量原単位を乗じて求める。 

中分類別排水量原単位は、上位計画との整合を図り「荒川・中川流総計画」の採用値を用い

る。 

 

1) 工業出荷額 

「荒川・中川流総計画」では、図３－３に示すフローに沿って工業出荷額を予測している。 

 

既存分の工業出荷額については、全県の工業出荷額の平成 17 年～令和元年までの 15 年間

が漸減傾向であったことから、長期的には現状の水準を維持することは可能であると考え、

令和元年の現況固定とすることとしている。 

新規分の工業出荷額については、アンケート調査等による今後の産業団地開発計画等の情

報を基に、将来の工業出荷額を推計し、流域別・市町村別及びブロック別に集計している。 

「荒川・中川流総計画」で設定している全県の工業出荷額は表３－１１のとおりである。 

また、「荒川・中川流総計画」における和光市の将来製造品出荷額を表３－１２に示す。和

光市においては、新規分に該当する産業団地等の開発計画がないため、将来も令和元年の現

況固定で設定されている。 

 

 

【全体計画】（令和31年）

生活 地下水 計 生活 地下水 計 生活 地下水 計

新河岸第19 937.4 78,020 21,850 4,300 26,150 28,480 4,300 32,780 42,910 4,300 47,210

新河岸第18-2 4.7 620 170 30 200 230 30 260 340 30 370

新河岸第18-3 3.0 360 100 20 120 130 20 150 200 20 220

合　計 945.1 79,000 22,120 4,350 26,470 28,840 4,350 33,190 43,450 4,350 47,800

【事業計画】（令和11年）

生活 地下水 計 生活 地下水 計 生活 地下水 計

新河岸第19 831.0 82,250 23,030 4,520 27,550 30,020 4,520 34,540 45,240 4,520 49,760

新河岸第18-2 4.7 660 180 40 220 240 40 280 360 40 400

新河岸第18-3 3.0 380 110 20 130 140 20 160 210 20 230

合　計 838.7 83,290 23,320 4,580 27,900 30,400 4,580 34,980 45,810 4,580 50,390

処理
分区名

処理
人口
（人）

生　　　活　　　排　　　水　　　量　　　（ｍ
3
/日）

日平均 日最大 時間最大
処理
面積
(ha)

処理
分区名

処理
人口
（人）

生　　　活　　　排　　　水　　　量　　　（ｍ3/日）

日平均 日最大 時間最大
処理
面積
(ha)
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図 ３-３ 工業出荷額の予測フロー 

 

表 ３－１１ 将来全県工業出荷額の推計 

 

 

 

 

 

表 ３－１２ 和光市の工業出荷額（計画値・行政区域） 

 

 

 

 

 

 

 
単位：百万円（H27価格）

年次 令和元年 令和11年 令和21年 令和31年
荒川・中川
流総計画の

全県の設定値
9,298,031 9,626,446 9,766,477 10,239,136

 
単位：百万円（H27価格）

年次 令和元年 令和11年 令和21年 令和31年
和光市の

製造品出荷額等
の設定値

31,356 31,356 31,356 31,356
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「荒川・中川流総計画」では、行政区別中分類業種別工業出荷額は、既存と新規に分けて設

定している。 

処理区域内工業出荷額は以下の手順により算出する。 

① 全体計画年次＝流総計画値（既存＋新規） 

下水道計画区域内の既存の中分類業種別工業出荷額は、全体計画年次においては上

位計画である「荒川・中川流総計画」と整合を図る。 

② 中間年次＝中間年次の行政区別中分類業種別工業出荷額 

×（全体年次処理区内／行政区内） 

中間年次においては全体計画年次の行政区に対する下水道計画区域内の比率を用い

て推定する。 

③ 新規分＝全て下水道計画区域内 

新規の中分類業種別工業出荷額は「荒川・中川流総計画」に準じて全て下水道計画

区域内で発生するものとする。 

 

和光市においては、将来も現況固定で、新規分の工業出荷額を見込んでいないことから、

現況における中分類別工業出荷額が将来の中分類別工業出荷額と同値となる。以上により、

中分類業種別工業出荷額を表 ３－１３に示す。 

 

表 ３－１３ 中分類別工業出荷額（行政区域＝計画区域内、現況＝将来） 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（百万円、H27価格）

産業中分類 工業出荷額等

9 食料品 11,434
10 飲料・たばこ・飼料 0
11 繊維工業 0
12 木材・木製品 0
13 家具・装備品 570
14 パルプ・紙・紙加工品 1,648
15 印刷・同関連業 3,903
16 化学工業 237
17 石油製品・石炭製品 0
18 プラスチック製品 487
19 ゴム製品 0
20 なめし革・同製品・毛皮 0
21 窯業・土石製品 3,318
22 鉄鋼業 2,529
23 非鉄金属 1,117
24 金属製品 463
25 はん用機械器具 1,243
26 生産用機械器具 2,347
27 業務用機械器具 221

28 電子部品・デバイス・電子回路 146

29 電気機械器具 209
30 情報通信機械器具 0
31 輸送用機械器具 1,455
32 その他 29

製造業計 31,356
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2）排水量原単位 

  工場排水量原単位は、上位計画である「荒川・中川流総計画」等と整合させることとする。 

上位計画では、工業統計表による工業用水の使用実績を基に、用水量原単位から回収水と消

失水（ボイラー用水+原料用水）を減じて求めている。下水道計画に用いる施設汚水量原単位は、

前記の排水量原単位から、その水質が低濃度であることから温調、冷却用水を除くものとし、

次式により求めている。 

 

ｑｓ＝ｑd（1-ｋｃ-ｋｂ） 

ただし、ｑｓ＝温調、冷却用水を除く排水量原単位 

ｑd＝排水量原単位 （㎥/日・百万円） 

ｋｃ＝温調、冷却率 （温調、冷却用水/全用水） 

ｋｂ＝消失率 （（ボイラー用水+原料用水）/全用水量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３-４ 工場排水量の考え方 

出典：流総指針 H27 年版 

 

 

  以上による工場排水の排水量原単位を表 ３－１４に示す。 
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表 ３－１４ 工場排水量原単位表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：荒川・中川流域別下水道整備総合計画 計画説明書、令和 5 年 
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3）下水道計画区域内工場排水量 

  工場排水量は、産業中分類業種別排水量原単位に中分類別工業出荷額を乗じて算定する。こ

の算出方法による全体計画の工場排水量は、1,230 ㎥/日となる。処理分区別の工場排水量は、

上位計画である荒川右岸流域下水道全体計画においては、既存のうち、特定事業場に指定され

ている工場の位置（住所）により処理分区に配分を行っている。 

工場排水量は、本計画においても上位計画と整合を図るものとする。事業計画における工場

排水量は、全体計画区域内の工場排水量を全体計画と事業計画との面積比で事業区域内におけ

る工場排水量を算出し、表 ３－１５に示す。 

 

表 ３－１５ 処理分区別工場排水量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4)工場排水量の変動率 

  工場排水量の変動率は、上位計画に従い以下のとおりとする。 

・工場排水量は一般に季節変動はないものとしている。多少の変動がある業種もあるが、多種

多様の工場の複合性を考慮すると変動はないものとみなしてよいと考えられる。従って、工

場排水量の日平均と日最大の比率は 1.0：1.0 とする。 

・工場排水量の時間最大は、１日の工場排水量の稼動時間に影響される。設計指針では独自の

推定根拠がある場合はそれを用い、それがない場合は 2倍を用いるとされていること、上位

計画でも 2.0 倍を採用している。従って、本計画における工場排水量の時間変動率は 2.0 倍

を採用する。 

  以上から、工場排水量の変動率は日平均：日最大：時間最大＝1.0：1.0：2.0 とする。 

【全体計画】（令和31年）

合計 工業系

(ha) 以外の用途 準工業 工業 工業専用 計 工業系用途 工業系以外 計

945.1 767.4 93.6 64.9 19.2 177.7 1,230 - 1,230

937.4 760.1 93.6 64.9 19.2 177.7 1,230 - 1,230

4.7 4.7 - - - - - - -

3.0 2.6 - - - - - - -

【事業計画】（令和11年）

合計 工業系

(ha) 以外の用途 準工業 工業 工業専用 計 工業系用途 工業系以外 計

838.7 661.0 93.6 64.9 19.2 177.7 1,230 - 1,230

831.0 653.7 93.6 64.9 19.2 177.7 1,230 - 1,230

4.7 4.7 - - - - - - -

3.0 2.6 - - - - - - -

工場排水量(m
3
/日）

処理分区名

事業計画面積(ha)

工業系用途（ha)

処理分区名

全体計画面積(ha)
工場排水量(m

3
/日）

工業系用途（ha)

計

新河岸第19

新河岸第18－2

新河岸第18－3

計

新河岸第19

新河岸第18－2

新河岸第18－3
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４． 降雨量（降雨強度式を含む）及びその決定の根拠 

 

４－１ 計画降雨量 

 雨水流出量の算定は合理式を採用する。 

  Ｑ＝
１

360
 Ｃ・Ｉ・Ａ 

  ここで、諸定数の設定は以下のとおりとする。 

Ｑ＝雨水流出量（㎥／秒） 

Ｃ＝流出係数 

Ｉ＝降雨強度( 
a

t+b
 )（mm／時） 

Ａ＝排水面積（ha） 

ｔ＝流達時間（分） 

 

 

４－２ 降雨強度式と確率年 

 降雨強度式の式型にはタルボット型、シャーマン型、久野・石黒型等がある。埼玉県では降雨

量分布の特性を考慮し、過去の詳細記録に基づき確率降雨強度を定めており、本市はこれを採用

している。 

 図 ４-１ 埼玉県の降雨ブロックに埼玉県の降雨ブロックを示すが、本市は、Ａブロック（東

京）に位置する。 

本計画においては、埼玉県の降雨強度式に準じてタルボット型を採用し、表 ４－１にＡブロック

確率年別降雨強度式を示す。 
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図 ４-１ 埼玉県の降雨ブロック 
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表 ４－１ Ａブロック確率年別降雨強度式 

確 率 年 ３年確率 ５年確率 ７年確率 10 年確率 

降雨強度式 

（Ｉ） 

3,950 

t+23 

4,610 

t+23 

4,960 

t+22 

5,390 

t+22 

時間降雨強度 

（㎜／hr） 47.6 55.5 60.5 65.7 

 

 「下水道施設計画・設計指針と解説（2019 年版）」によると、確率年は原則として５年～10 年

を標準とすることになっている。 

 近年の東京管区気象台における５年確率における降雨強度と埼玉県で採用している降雨強度を

表 ４－２に示す。これによると、降雨強度は概ね同じである。従って、近年の降雨を考慮して埼

玉県の５年確率における降雨強度式を採用するものとする。 

 

表 ４－２ 観測所毎の降雨強度（５年確率） 
 

観測所名 算定手法 降雨強度式 
10 分降雨 
(mm/時) 

60 分降雨 
(mm/時) 

使用データ 

A ブロック - I= 4,610/(t+23) 139.7 55.5  

東京管区 
気象台 

Thomas 法 I= 5,045/(t+29) 129.4 56.7 
1971 
～2000 年 

Gumbel 法 I= 4,823/(t+29) 123.7 54.2 
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４－３ 流達時間 

 流達時間ｔは、流入時間と管内流下時間の和とし、雨水流出量の算定に用いる。 

1) 流入時間（t1） 

流入時間は、地表の状況、勾配、排水区の面積、形状その他多くの要素に影響され、さらに人

口密度、舗装状況、家屋の密集度、間地の広さ等によってもかなり差があり、正確な値は把握し

がたい。 

表 ４－３に流入時間の標準値を示す。本計画においては平均値の７分を採用する。 

 

表 ４－３ 我が国で一般的に用いられている流入時間 

我が国で一般的に用いられているもの 

人口密度が大きい地区 5 分 幹線 5分 

人口密度が小さい地区 10 分 枝線 7～10 分 

平均 7 分  

 

 

 2) 流下時間（t2） 

 流下時間は次のとおりとする。 

 
 

幹線及び主要路線 ｔ2＝
各線延長（Lｉ）

各線Manning平均（満管）流速（Ｖｉ）
  

 

枝      線 ｔ2＝
上流最遠点から流量計算地点までの追加延長

平均速度（Ｖ＝1.20ｍ／ｓ）
  

 

 ここに、 ｔ2：流下時間（分） 

 雨水が流路上流端に流入し、流量計算地点まで達するに要する時間が流下時間（ｔ2）である。

一般に Manning の平均流速公式が流下速度を与えると仮定している。本計画においては、幹線管

渠及び直接河川に放流される主要な路線は Manning 式による平均流速から流下時間を算定し、枝

線は一律平均流速を 1.20ｍ／ｓとして計算するものとした。 
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４－４ 流出係数及びその決定の理由 

(1) 流出係数の算定式 

 流出係数の算定式を以下に示す。 

  
ｍ

ｉ＝１

ｍ

ｉ＝１

ＡｉＣｉ・Ａｉ／Ｃ＝  

Ｃ ：総括流出係数 

Ｃi：ｉ工種の基礎流出係数 

Ａi：ｉ工種の総面積 

ｍ ：工種の数 

 工種は大別すると、浸透域及び不浸透域の２種であるが、前者については土質、植生等により、

後者については管渠などへの流入状況等によって流出係数が異なる。このため、工種はさらに細

分化される。細分化された基礎工種ごとの流出係数を基礎流出係数と呼ぶが、これは前記の種々

な事実を実体的に考慮し、表 ４－４に示される。工種の構成は、都市計画、用途地域、将来人口

等を総合的に勘案し、用途地域別に建ぺい率、道路率、舗装率等を推定して定める。表 ４－５に

は用途別総括流出係数の標準値を示す。 

 

表 ４－４ 工種別基礎流出係数の標準値 

 

工 種 別 流出係数 工 種 別 流出係数 

屋   根 0.85～0.95 間 地 0.10～0.30 

道   路 0.80～0.90 芝、樹木の多い公園 0.05～0.25 

そ の 他 の 不 透 面 0.75～0.85 こ う配の緩 い山 地 0.20～0.40 

水   面 1.00 こう配の急な山地 0.40～0.60 

 

 

表 ４－５ 用途別総括流出係数の標準値 

 

土 地 の 用 途 流出係数 

敷地内に間地が非常に少ない商業地域及び類似の住宅地域 0.80 

浸透面の屋外作業場等の間地を若干もつ工場地域及び若干庭がある住宅地域 0.65 

住宅公団団地等の中層住宅団地及び１戸建て住宅の多い地域 0.50 

庭園を多くもつ高級住宅地域及び畑地等が割合残っている郊外地域 0.35 
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(2) モデル地区の選定と流出係数の設定 

 本市における用途地域別の流出係数は、用途地域別にモデル地区（用途地域として比較的成熟

した地区）を選定し、工種別に面積を測定して総括流出係数の算定式により求める。 

 なお、流出係数の用途地域区分は各用途の建ぺい率を考慮し表 ４－６に示すとおりとする。 

 

 

表 ４－６ 流出係数の用途地域別区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 用途地域区分別の流出係数は、各用途区分に対し屋根・道路・間地面積と工種別基礎流出係数

（表 ４－７）から設定する。 

 以下に用途地域別に算定結果を示す。 

建ぺい率 容積率

（％） （％）

第一種中高層住居専用地域 60 200

第一種住居地域 60 200

第二種住居地域 60 200

準住居地域 60 200

近隣商業地域 80 200・300

商業地域 80 400

準工業地域 60 200 準工業

工業地域 60 200 工業

工業専用地域 60 200 工業専用

用途地域

流出係数
の区分

住居系

商業系
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1) 住居系 

   

（モデル A） 

  
  （モデル B） 

 

2) 商業系 

 

  （モデル A） 

  

 （モデル B） 

 

モデルA 8

商業系 面積 換算値

ａ（㎡） ｒ×ａ

屋　根 0.90 2375.52 2,138

道　路 0.85 3589.2 3,051

間　地 0.20 4035.28 807

計 10000.00 5,996 0.60

モデルＢ 6

商業系 面積 換算値

ａ（㎡） ｒ×ａ

屋　根 0.90 4926.7 4,434

道　路 0.85 4806.27 4,085

間　地 0.20 267.03 53

計 10000.00 8,572 0.86

採用値

商業系 面積 換算値

ａ（㎡） ｒ×ａ

屋　根 0.90 7302.22 6,572

道　路 0.85 8395.47 7,136

間　地 0.20 4302.31 860

計 20,000.00 14,568 0.73

基礎流出
係数 ｒ

基礎流出
係数 ｒ

基礎流出
係数 ｒ

総括流出係数

C=Σ(r×a)/Σa

総括流出係数

C=Σ(r×a)/Σa

総括流出係数

C=Σ(r×a)/Σa
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3) 準工業 

   
（モデル A） 

  
  （モデル B） 

 

4) 工業 

 
  （モデル A） 

  
  （モデル B） 

 

 

モデルA 9-1

準工業 面積 換算値

ａ（㎡） ｒ×ａ

屋　根 0.90 3638.44 3,275

道　路 0.85 1113.18 946

間　地 0.20 5248.38 1,050

計 10000.00 5,271 0.53

モデルＢ 9-2

準工業 面積 換算値

ａ（㎡） ｒ×ａ

屋　根 0.90 4300.17 3,870

道　路 0.85 685.68 583

間　地 0.20 5014.15 1,003

計 10000.00 5,456 0.55

採用値

準工業 面積 換算値

ａ（㎡） ｒ×ａ

屋　根 0.90 7938.61 7,145

道　路 0.85 1798.86 1,529

間　地 0.20 10262.53 2,053

計 20,000.00 10,727 0.54

基礎流出
係数 ｒ

基礎流出
係数 ｒ

基礎流出
係数 ｒ

総括流出係数

C=Σ(r×a)/Σa

総括流出係数

C=Σ(r×a)/Σa

総括流出係数

C=Σ(r×a)/Σa

モデルA 7-1

工　業 面積 換算値

ａ（㎡） ｒ×ａ

屋　根 0.90 4850.38 4,365

道　路 0.85 4498.43 3,824

間　地 0.20 651.19 130

計 10000.00 8,319 0.83

モデルＢ 7-3

工　業 面積 換算値

ａ（㎡） ｒ×ａ

屋　根 0.90 4363.07 3,927

道　路 0.85 2588.85 2,201

間　地 0.20 3048.08 610

計 10000.00 6,738 0.67

採用値

工　業 面積 換算値

ａ（㎡） ｒ×ａ

屋　根 0.90 9213.45 8,292

道　路 0.85 7087.28 6,024

間　地 0.20 3699.27 740

計 20,000.00 15,056 0.75

基礎流出
係数 ｒ

基礎流出
係数 ｒ

基礎流出
係数 ｒ

総括流出係数

C=Σ(r×a)/Σa

総括流出係数

C=Σ(r×a)/Σa

総括流出係数

C=Σ(r×a)/Σa
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5) 工業専用 

  
 （モデル A） 

  
  （モデル B） 

 

 

6) 用途区域外 

   
（モデル A） 

  
 （モデル B） 
 

モデルA 1

面積 換算値

ａ（㎡） ｒ×ａ

屋　根 0.90 1565.38 1,409

道　路 0.85 1201.56 1,021

間　地 0.20 7233.06 1,447

計 10000.00 3,877 0.39

モデルＢ 2

面積 換算値

ａ（㎡） ｒ×ａ

屋　根 0.90 2563.79 2,307

道　路 0.85 1047.15 890

間　地 0.20 6389.06 1,278

計 10000.00 4,475 0.45

採用値

面積 換算値

ａ（㎡） ｒ×ａ

屋　根 0.90 4129.17 3,716

道　路 0.85 2248.71 1,911

間　地 0.20 13622.12 2,724

計 20,000.00 8,351 0.42

用途地域
外

用途地域
外

用途地域
外

C=Σ(r×a)/Σa

C=Σ(r×a)/Σa

総括流出係数

C=Σ(r×a)/Σa

総括流出係数

総括流出係数

基礎流出
係数 ｒ

基礎流出
係数 ｒ

基礎流出
係数 ｒ

モデルA 3

工業専用 面積 換算値

ａ（㎡） ｒ×ａ

屋　根 0.90 4355.97 3,920

道　路 0.85 4148.04 3,526

間　地 0.20 1495.99 299

計 10000.00 7,745 0.77

モデルＢ 4

工業専用 面積 換算値

ａ（㎡） ｒ×ａ

屋　根 0.90 3640.81 3,277

道　路 0.85 5564.91 4,730

間　地 0.20 794.28 159

計 10000.00 8,166 0.82

採用値

工業専用 面積 換算値

ａ（㎡） ｒ×ａ

屋　根 0.90 7996.78 7,197

道　路 0.85 9712.95 8,256

間　地 0.20 2290.27 458

計 20,000.00 15,911 0.80

基礎流出
係数 ｒ

基礎流出
係数 ｒ

基礎流出
係数 ｒ

総括流出係数

C=Σ(r×a)/Σa

総括流出係数

C=Σ(r×a)/Σa

総括流出係数

C=Σ(r×a)/Σa
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7) 用途区域外（開発区域） 

  

 （モデル A） 

 

8) まとめ 

表 ４－７ 用途別基礎流出係数 

区 分 流出係数 

住居系 0.51 

商業系 0.73 

準工業 0.54 

工 業 0.75 

工業専用 0.80 

用途区域外 0.42 

用途区域外（開発） 0.41 

 

 

上記の用途別基礎流出係数を用いて、表４－８に示す各排水区の用途面積に基づいて総括流出

係数を算定し表４－９に示す。 

 この結果、流出係数は 0.42～0.75 の範囲となり、全排水区の合計値でみると 0.50 となった。 

 ここで、上記の算定方法で算出した基礎流出係数の内、用途区域外は、約 0.4 と他と比べると

低い。また、本市の用途区域外の状況は、大きく住居系と公園等が多く含まれる区域、大学や研

究所等が立地する開発区域に分けられるものの、表４－９の結果を見ると、流出係数に差はほと

んど生じない。従って、今後の開発及び宅地化を考慮し、各排水区の流出係数のうち、0.5 以下に

ついては、0.5を採用する。 

 

モデルA 12

面積 換算値

（開発） ａ（㎡） ｒ×ａ

屋　根 0.90 15074.65 13,567

道　路 0.85 16702.85 14,197

間　地 0.20 72006.24 14,401

計 103783.74 42,165 0.41

基礎流出
係数 ｒ

総括流出係数

C=Σ(r×a)/Σa

用途地域
外

Ⅱ-43



 

表  ４ － ８  排 水 区 別 面 積 ( 1 / 2 )      

 

 

 

単位：ha

事業計画

未事業 計 備考

市街化 調整 小計 東京都 朝霞市 既計画 増減 今回計画

1 0.00 25.21 25.21 0.00 0.00 25.21 25.21

2 98.68 0.35 99.03 87.38 11.30 98.68 0.35 99.03

3 4.14 4.14 4.14 4.14 4.14

4 2.91 2.91 2.91 2.91 2.91

5 8.33 8.33 8.33 8.33 8.33

6 4.57 4.57 4.57 4.57 4.57

7 1.32 1.32 1.32 1.32 1.32

8 1.48 1.48 1.48 1.48 1.48

9 1.16 1.16 1.16 1.16 1.16

10 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58

11 1.12 1.12 1.12 1.12 1.12

12 8.43 8.43 8.43 8.43 8.43

13 6.37 6.37 6.37 6.37 6.37

14 1.59 1.59 1.59 1.59 1.59

15 2.83 2.83 2.83 2.83 2.83

16 3.83 3.83 3.83 3.83 3.83

17 0.92 0.92 0.92 0.92 0.92

18 6.10 6.10 6.10 6.10 6.10

19 7.19 7.19 7.19 7.19 7.19

20 1.87 1.87 1.87 1.87 1.87

21 17.06 17.06 17.06 17.06 17.06

22 6.37 6.37 6.37 6.37 6.37

23 17.23 17.23 17.23 17.23 17.23

24 8.93 8.93 8.93 8.93 8.93

25 1.04 1.04 1.04 1.04 1.04

26 1.96 1.96 1.96 1.96 1.96

27 11.00 11.00 11.00 11.00 11.00

28 18.47 2.56 21.03 21.03 21.03 21.03

29 0.26 0.26 0.26 0.26 0.26

30 9.12 9.12 9.12 9.12 9.12

31 2.52 2.52 2.52 2.52 2.52

32 1.13 1.13 1.13 1.13 1.13

33 27.07 27.07 27.07 27.07 27.07

計 287.58 28.12 315.70 0.00 0.00 278.84 11.30 290.14 25.56 315.70

1 0.74 0.74 0.74 0.74 0.74

2 4.95 4.95 4.95 4.95 4.95

3 1.24 1.24 1.24 1.24 1.24

4 56.00 56.00 56.00 56.00 56.00

5 6.22 6.22 6.22 6.22 6.22

6 0.08 0.08 0.08 0.08 0.08

7 0.23 0.23 0.23 0.23 0.23

8 0.09 0.09 0.09 0.09 0.09

9 0.49 0.49 0.49 0.49 0.49

10 0.65 0.65 0.65 0.65 0.65

11 2.46 2.46 2.46 2.46 2.46

12 0.83 0.83 0.83 0.83 0.83

13 2.65 2.65 2.65 2.65 2.65

14 1.35 1.35 1.35 1.35 1.35

15 184.98 97.88 282.86 3.00 270.13 270.13 12.73 282.86
うち外環用途内2.16ha、用途外
1.31ha、都より3.00ha流入

計 262.96 97.88 360.84 3.00 0.00 348.11 0.00 348.11 12.73 360.84

※採用値は計画区域外との流出入は合計に含んでいない

白
子
川

排水区 区域外流出入下水道計画区域内

排水区面積

事業計画

谷
中
川
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表 ４ － ８  排 水 区 別 面 積 ( 2 / 2 )    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：ha

事業計画

未事業 計 備考

市街化 調整 小計 東京都 朝霞市 既計画 増減 今回計画

1-1 0.00 0.80 0.80 0.00 0.00 0.80 0.80

1 28.44 28.44 28.38 0.06 28.44 28.44

2 1.18 1.18 1.18 1.18 1.18

3 1.67 1.67 1.67 1.67 1.67

4 3.25 3.25 3.25 3.25 3.25

5 1.65 1.65 1.65 1.65 1.65

6 1.04 1.04 -0.83 1.04 1.04 1.04 朝霞市へ流出

7 0.85 0.85 0.85 0.85 0.85

8 2.11 2.11 -0.52 2.11 2.11 2.11 朝霞市へ流出

9 1.76 1.76 1.76 1.76 1.76

10 8.66 8.66 8.66 8.66 8.66

11 0.60 0.60 0.60 0.60 0.60

12 8.50 8.50 8.50 8.50 8.50

13 1.07 1.07 1.07 1.07 1.07

14 0.70 0.70 0.70 0.70 0.70

15 2.01 2.01 2.01 2.01 2.01

16 35.42 35.42 -0.62 35.42 35.42 35.42 朝霞市へ流出

17 1.76 1.76 1.76 1.76 1.76

18 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25

19 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10

20 1.05 1.05 1.05 1.05 1.05

21 9.39 27.67 37.06 0.78 9.39 9.39 27.67 37.06 朝霞市より流入

計 111.46 28.47 139.93 0.00 -1.19 111.40 0.06 111.46 28.47 139.93

1 0.00 15.70 15.70 0.00 0.00 0.00 0.00 15.70 15.70

2 19.47 27.46 46.93 0.00 0.00 1.52 17.78 19.30 27.63 46.93

3 53.76 53.76 0.00 41.54 12.22 53.76 53.76 うち外環用途内4.30ha

計 73.23 43.16 116.39 0.00 0.00 43.06 30.00 73.06 43.33 116.39

735.23 197.63 932.86 3.00 -1.19 781.41 41.36 822.77 110.09 932.86

直接流出 4.14 4.14 4.14 4.14 4.14 外環道の直接排水区

739.37 197.63 937.00 3.00 -1.19 785.55 41.36 826.91 110.09 937.00

※採用値は計画区域外との流出入は合計に含んでいない

計

排水区面積

下水道計画区域内 事業計画

合　計

新
河
岸
川

越
戸
川

排水区 区域外流出入
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５． 主要な管渠の流量計算及びポンプ場の容量計算 

５－１ 計画下水量 

 各施設設計の対象汚水量は、汚水管渠にあたっては時間最大汚水量、雨水管渠にあたっては計

画雨水量とする。流量公式は、汚水計画はクッター公式を使用し、雨水計画はマニング公式を用

いるものとする。 

 

 汚水（クッター公式） 

 Ｑ＝Ａ・Ｖ 

     23＋ 
１

ｎ
 ＋ 

0.00155

Ｉ
  

 Ｖ＝               ・ Ｒ・Ｉ  

     １＋（23＋
0.00155

Ｉ
 ）・

ｎ

√Ｒ
  

            Ｑ：流量（㎥／秒） 

            Ａ：流水断面積（㎡） 

            Ｖ：流速（ｍ／秒） 

            ｎ：粗度係数 

                陶管及びコンクリート製管渠  0.013 

                硬質塩化ビニル管       0.010 

            Ｉ：勾  配 

            Ｒ：径  深 

 雨水（マニング公式） 

Ｑ＝Ａ×Ｖ 

Ｖ＝1/ｎ×Ｉ1/2×Ｒ2/3 

Ｑ：流量（㎥/sec）     

Ａ：流水断面積（㎡） 

Ｖ：流速（ｍ/sec） 

ｎ：粗度係数 

Ｉ：勾配 

Ｒ：径深＝Ａ/Ｐ（ｍ） 

Ｐ：流水潤辺長 
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５－２ 断面の余裕率 

 汚水管渠は、断面決定の際、「下水道施設設計指針と解説 2019 年版」のとおりとし、以下の余

裕率を見込む。（但し、過去に施行された管渠を除く。） 

 

◎200 ～ ◎600 mm ：100%以上 

◎700 ～ ◎1,500mm ：50～100％ 

◎1,650 以上      ：25～50％ 

 

 雨水管渠の余裕率は見込まない｡但し、開水路については余裕ではないが、断面高の１割（水路

高断面高の 9割）とする。 

 

５－３ 流速、勾配 

 流速は一般に下流に行くに従い漸増させ、勾配は下流に行くに従い次第に緩くなるようにする。 

 汚水管渠にあたっては、計画下水量に対し、原則として流速は最小 0.6m/秒、最大 3.0m/秒とす

る。雨水管渠にあたっては、計画下水量に対し、原則として流速は最小 0.8m/秒、最大 3.0m/秒と

する。 

 

 

５－４ 最小断面 

汚水管：◎200ｍｍ、雨水管：◎250ｍｍ、雨水渠：Ｕ240×240ｍｍ 

 

 

５－５ 調整池等 

貯留施設 排水区名称 敷地面積（ｍ
2） 

貯留量（㎥） 備考 

白子川第 3排水区 

地下貯留槽 

白子川第 3 

排水区 

 

300 

 

1,200 

水中ポンプ 

◎100×1.34 ㎥/分×2台 

白子川第 2排水区 

野川調整池 

白子川第 2  

排水区 

 

2,010 

 

6,000 

ゲートポンプ 

◎700×36 ㎥/分×2台 
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６． 流域関連公共下水道から流域下水道に流入する下水の予定水質並びにその推定の根拠 

６－１ 一般家庭下水の予定水質、汚濁負荷量及びその推定の根拠 

 計画汚濁負荷量は、家庭下水、営業汚水及び工場排水の汚濁負荷量の合計値とする。計画流入

水質は、計画汚濁負荷量を計画１日平均汚水量で除した値とする。 

一般家庭下水の汚濁負荷量は、計画人口に１人１日当たりの負荷量原単位を乗じて求める。 

 流域別下水道整備総合計画調査指針と解説（平成 27年 1月）（以後「流総指針」という）では、

１人１日当り汚濁負荷量原単位の参考値を表 ６－１のように算定しており、近年 33 年間は横ば

い傾向であるとしている。 

 

表 ６－１ １人１日当り汚濁負荷量原単位の参考値（流総指針：平成 27年版） 

項 目 平均値 標準偏差 データ数 
平均的な内訳(g/人・日) 

し尿 雑排水 

ＢＯＤ5 58 16 211 18 40 

ＣＯＤ 28 9 195 10 18 

ＳＳ 44 15 211 20 24 

Ｔ－Ｎ 13 5 66 9 4 

Ｔ－Ｐ 1.4 0.6 62 0.9 0.5 

出典：流総指針 H27.1 

 

上位計画では「流総指針」をもとに、一般家庭下水の汚濁負荷量原単位は BOD 58 g/人･日、

SS 44 g/人･日、COD 28 g/人･日、T-N 13 g/人･日、T-P 1.4 g/人･日とし将来についても一定

としている。 

営業の汚濁負荷量原単位は、「流総指針」では生活排水なみとして扱うものとしており、“荒

川流総計画”においても１人１日当り汚濁負荷量に対して営業用水率の標準値である 16.6%を

乗じ算定している。 

営業用水率が生活汚濁負荷量に対する割合と同等であると考え、次式により算定する。 

 

営業用水汚濁負荷量原単位＝生活汚濁負荷量原単位×営業汚水量原単位／生活汚水量 

 

本計画においては、上位計画と整合を図るものとし、年度別家庭下水の汚濁負荷量原単位を

表 ６－２、家庭下水の予定水質を表 ６－３に示す。 
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表 ６－２ 家庭下水の汚濁負荷量原単位（一定） 

 

 

表 ６－３ 家庭下水の予定水質 

 
 

 

 
単位（ g/人･日）

し尿 18.0 ①
雑排水 40.0 ②

58.0 ③＝①＋②
9.6 ④＝③×営業用水率
67.6 ⑤＝③＋④

し尿 10.0 ①

雑排水 18.0 ②
28.0 ③＝①＋②
4.7 ④＝③×営業用水率
32.7 ⑤＝③＋④

し尿 20.0 ①

雑排水 24.0 ②
44.0 ③＝①＋②
7.3 ④＝③×営業用水率
51.3 ⑤＝③＋④

し尿 9.0 ①

雑排水 4.0 ②
13.0 ③＝①＋②
2.2 ④＝③×営業用水率
15.2 ⑤＝③＋④

し尿 0.9 ①

雑排水 0.5 ②
1.4 ③＝①＋②
0.2 ④＝③×営業用水率
1.6 ⑤＝③＋④

BOD

生活

小計
営業

合計

区分 区分
汚水負荷率

原単位
算出式

SS

生活

小計
営業

合計

COD

生活

小計
営業

合計

T-P

生活

小計
営業

合計

T-N

生活

小計
営業

合計

BOD SS COD T-N T-P

生活 240 58.0 44.0 28.0 13.0 1.4
営業 40 9.6 7.3 4.7 2.2 0.2

地下水 55
計（家庭） 335 67.6 51.3 32.7 15.2 1.6

201.8 153.1 97.6 45.4 4.8

負荷量原単位（g/人・日）汚水量原単位
（日平均）
（ℓ/人・日）

項目

一般家庭水質（mg/ℓ）
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 ６－２ 工場排水の取扱い方針及び受け入れ工場排水の予定水質及び汚濁負荷量並びにその

推定の根拠 

 

 工場排水の汚濁負荷量は、中分類別工業出荷額に汚濁負荷量原単位を乗じて求める。 

汚濁負荷量原単位は、産業中分類別の排水量原単位に同じく産業中分類別の水質を乗じて求める

が、中分類別水質は“荒川流総計画”に則り次式により算出する。 

中分類別水質 ＝ 
∑（細分類水質・細分類出荷額）

中分類別出荷額
  

 ここで、細分類水質は環境庁調査結果とし、細分類出荷額は平成 16 年の埼玉県の全県値を用い

ている。 

 このとき、下水道として受け入れる工場排水の水質の上限は、BOD、SS とも 600mg/ℓとし、600mg/

ℓを上回るものについては 600mg/ℓを予定水質とした。また、T-N、T-P の下水道として受け入れる

水質の上限は、上位計画と整合を図り、水質汚濁防止法（第３条第１項）に基づき T-N は 120㎎/

ℓ、T-P は 16 ㎎/ℓとする。 

 荒川右岸流域下水道の事業計画における工場排水量及び工場排水汚濁負荷量を表６－４に示し、

全体計画及び事業計画の工場排水の予定水質を表 ６－４～表６－６に示す。 

 これら上位計画の荒川右岸流域下水道の結果に基づき、和光市の事業計画年次の工場排水負荷

量及び予定水質を表６－７に示す。 

 

 

表 ６－４ 工場排水量及び工場排水汚濁負荷量(和光市) 

 全体計画(R6) 事業計画(R6) 

工場排水量 

(㎥/日) 

 

1,230 

 

1,230 

BOD 負荷量 

(Kg/日) 

 

553 

 

553 

SS 負荷量 

(Kg/日) 

 

625 

 

625 

T-N 負荷量 

(Kg/日) 

 

39 

 

39 

T-P 負荷量 

(Kg/日) 

 

9.2 

 

9.2 
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荒川右岸流域下水道の事業計画における目標年次の流入水質は、下水道の普及が進んでいるこ

とから、現況の実績値と同程度と考えられるため、過去５ヶ年の流入水質実績に基づき設定して

いる。本市では、工場排水量は、新河岸第 19処理分区のみ発生するため、全量当該処理分区とな

る。 

 

表 ６－５ 工場排水量の予定水質(和光市)(全体計画：令和 31 年度) 

 工場 

排水量 

BOD SS T-N T-P 

汚濁負荷量

(kg/日) 

 

1,230 

㎥/日 

 

533 

 

625 

 

39 

 

9.2 

予定水質 

(mg/ℓ) 

 

433 

 

374 

 

32 

 

7.5 

注）荒川右岸流域下水道全体計画 計画説明書より抜粋 

 

表 ６－６ 工場排水量の予定水質(和光市) (事業計画：令和 11年度) 

 工場 

排水量 

BOD SS T-N T-P 

汚濁負荷量

(kg/日) 

 

1,230 

㎥/日 

 

533 

 

625 

 

39 

 

9.2 

予定水質 

(mg/ℓ) 

 

433 

 

374 

 

32 

 

7.5 

注）排水量が全体計画時と同量であるため、全体時と同値 

 

 ６－３ 流域関連公共下水道に係る除害施設設置基準及びその決定の理由 

 

 一般に下水道の施設は家庭下水を基本として設計しているため、BOD の濃度の高い排水が流入

すると処理が困難になる等の悪影響を及ぼすことになる。 

 このため、和光市では悪質下水を継続して排水するものについては、下水道法第 12 条の規定に

従い、和光市下水道条例第 10 条及び第 11 条において和光市除害施設の設置を義務づけている。

本計画においてもそれに準じるものとする。 

 

 ６－４ 処理の対象外とする工場及び対象外とする理由 

 

 本市の公共下水道計画区域内の工場から排出される工場排水は全量を取り込むこととし、対象

外とする工場はない。 
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６－５ 処理方法並びに各処理施設における計画汚濁負荷量及びその決定の理由 

 

 生活排水及び工場排水による全体計画（令和 31 年）及び事業計画（令和 11 年）の計画汚濁負

荷量と計画流入水質を処理分区別に表 ６－７に示す。 

 

 

表 ６－７ 流入汚濁負荷量と水質 

 

 

 

 

 

 

【全体計画】（令和31年）
人口

処理分区名 項目 (人） 日平均 負荷量 水質 日平均 負荷量 水質 日平均 負荷量 水質

（m
3
/日） （kg/日） （mg/l） （m

3
/日） （kg/日） （mg/l） （m

3
/日） （kg/日） （mg/l）

BOD 5,274 202 533 433 5,807 212
SS 4,002 153 625 508 4,628 169

T-N 1,186 45 39 32 1,226 45
T-P 124.8 4.8 9.2 7.5 134.0 4.9
BOD 42 202 - - 42 202
SS 32 153 - - 32 153

T-N 9 45 - - 9 45
T-P 1.0 4.8 - - 1.0 4.8
BOD 24 202 - - 24 202
SS 18 153 - - 18 153

T-N 5 45 - - 5 45
T-P 0.6 4.8 - - 0.6 4.8
BOD 5,340 202 533 433 5,873 212
SS 4,053 153 625 508 4,678 169

T-N 1,201 45 39 32 1,240 45
T-P 126.4 4.8 9.2 7.5 135.6 4.9

【事業計画】（令和11年）
人口

処理分区名 項目 (人） 日平均 負荷量 水質 日平均 負荷量 水質 日平均 負荷量 水質

（m
3
/日） （kg/日） （mg/l） （m

3
/日） （kg/日） （mg/l） （m

3
/日） （kg/日） （mg/l）

BOD 5,560 202 533 433 6,093 212
SS 4,219 153 625 508 4,844 168

T-N 1,250 45 39 32 1,289 45
T-P 131.6 4.8 9.2 7.5 140.8 4.9
BOD 45 202 - - 45 202
SS 34 153 - - 34 153

T-N 10 45 - - 10 45
T-P 1.1 4.8 - - 1.1 4.8
BOD 26 202 - - 26 202
SS 19 153 - - 19 153

T-N 6 45 - - 6 45
T-P 0.6 4.8 - - 0.6 4.8
BOD 5,630 202 533 433 6,163 212
SS 4,273 153 625 508 4,898 168

T-N 1,266 45 39 32 1,305 45
T-P 133.3 4.9 9.2 7.5 142.5 4.9

- 120

生活系排水 工場排水 計

新河岸第19 78,020 26,150 1,230 27,380

工場排水 計

新河岸第18-2 620 200 - 200

新河岸第18-3 360 120

660 220 - 220

計 79,000 26,470 1,230 27,700

生活系排水

83,290 27,900 1,230 29,130

新河岸第19 82,250 27,550 1,230 28,780

新河岸第18-2

新河岸第18-3 380 130 - 130

計
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８． その他の資料 

８－１ 基準年次別段階的建設計画 

 

項 目 
現況 

（令和 5年度末） 

事業計画 

（令和 11年度） 

全体計画 

（令和 31年度） 

新河岸第 19 処理分区 

 管渠 

  処理区域面積 

  処理人口 

 整備済みの主要な系統 

  幹線名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 流域下水道への 

流入水量 

日平均 

日最大 

 

 

762.7ha 

81,036 人 

地区 

東部第 1号 

東部第２号 

東部第３号 

 

中央第 1号 

中央第２号 

中央第３号 

中央第４号 

 

 

 

23,630 ㎥／日 

29,360 ㎥／日 

 

 

831.0 ha 

82,250 人 

地区 

東部第 1号 

東部第２号 

東部第３号 

東部第４号 

中央第 1号 

中央第２号 

中央第３号 

中央第４号 

 

 

 

29,130 ㎥／日 

36,210 ㎥／日 

 

 

937.4 ha 

78,020 人 

地区 

東部第 1号 

東部第２号 

東部第３号 

東部第４号 

中央第 1号 

中央第２号 

中央第３号 

中央第４号 

 

 

 

27,380 ㎥／日 

34,010 ㎥／日 

新河岸第 18－2処理分区 

 管渠 

  処理区域面積 

  処理人口 

 整備済みの主要な系統 

  幹線名 

 流域下水道への 

流入水量 

日平均 

日最大 

 

 

4.7ha 

670 人 

地区 

－ 

 

 

200 ㎥／日 

250 ㎥／日 

 

 

4.7 ha 

660 人 

地区 

－ 

 

 

220 ㎥／日 

280 ㎥／日 

 

 

4.7 ha 

620 人 

地区 

－ 

 

 

200 ㎥／日 

260 ㎥／日 

新河岸第 18－3処理分区 

 管渠 

  処理区域面積 

  処理人口 

 整備済みの主要な系統 

  幹線名 

 流域下水道への 

流入水量 

日平均 

日最大 

 

 

3.0ha 

386 人 

地区 

－ 

 

 

110 ㎥／日 

140 ㎥／日 

 

 

3.0 ha 

380 人 

地区 

－ 

 

 

130 ㎥／日 

160 ㎥／日 

 

 

3.0 ha 

360 人 

地区 

－ 

 

 

120 ㎥／日 

150 ㎥／日 
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８－２ 新たな事業計画について 

  従前の事業計画と改正下水道法施行後の事業計画の対照を図 6－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ８-１ 従前の事業計画と改正下水道法施行の事業計画の対照 

 

 (1)  点検の方法・頻度 

  １) 対象箇所 

     ① 圧送管吐出し先部の気相部 

     ② 伏越し部の上流部。下流吐出し部の気相部 

     ③ 段差・落差の大きい箇所の気相部 

 

  和光市公共下水道において、①（圧送管吐出し先部の気相部）は市内全域の 5 箇所、②（伏

越し部の上流部。下流吐出し部の気相部）は市内全域の 2 箇所、合計 7 箇所が点検対象箇所で

あり、表８－１に示す。 

図８－２に示すように、新河岸第 19 処理分区内に設置している 15 箇所のマンホールポンプ

のうち、汚水幹線にマンホールポンプの吐出し先部の気相部がある 5 箇所を点検箇所として選

定している。一方、伏越し部は新河岸第 19処理分区内に 1箇所あり、伏越し部の上流部・下流

吐出し部の気相部の 2箇所が点検箇所である。 
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表 ８－１ 点検対象箇所 

処理分区 ①圧送管吐出し先部 ②伏越し部 ③段差・落差 備考 

  5 箇所 2 箇所 -   
  No.1 白藤橋マンホールポンプ No.16 伏越し - 

新河岸第 19 No.2 城口橋マンホールポンプ 
処理分区 No.3 牛房マンホールポンプ 

  No.9 芝屋橋マンホールポンプ 
  No.15 白子 3丁目水木橋マンホールポンプ 

 

   

 

  2) 方法・頻度 

  ■ 圧送管吐出し先部 

   〇 方法：マンホール上からの鏡による調査。 

マンホール内からの管内目視又は管口カメラを用いる調査。 

        必要に応じて清掃を行う。 

   〇 頻度：年に 4回以上 

 

  ■ 伏越し部 

   〇 方法：清掃（バキューム）とマンホール内からの管内目視調査。 

   〇 頻度：年に 1回以上 
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図 ８-２ 点検対象箇所の位置図 
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 (2)  施設の設置及び機能の維持に関する中長期的な方針 

 

  1) 汚水処理 

   汚水処理の整備について、既計画における事業計画面積は約 839ha に対して、令和 5年度

末の整備面積は約 770ha(91.9%)であり、24ha の区域(道路未整備地区)の住民は下水道施設

を利用できない状況にある。また、前回追加した区画整理事業地（和光北インター東部地

区：～R15 年度）等の用途地域追加区域約 45ha については、区画整理事業に合わせて整備

を行うこととする。これより、令和 11年度までには市街化区域内の整備率を 100％にする

ことを目標とする。 

 

  2) 浸水対策 

   現在の都市浸水対策達成率は、全体計画 937ha に対する現在（令和 5 年度末）の整備面積

438.47ha の割合で示す（438.47/937≒0.468）。中期目標としては、越戸川第１排水区、新河

岸川第 2排水区の雨水幹線等を中心に雨水整備事業を進める。 

 

  3) 耐震化 

   現在の「下水道総合地震対策計画」（H29 年度策定）に基づいて、「特に重要な幹線等」の順

次の耐震化を図る。先ずは、短期計画の「短期１」のうちの耐震性能を確保できていない残

りの管路の耐震化を行い、、続いて「短期２」としている対象路線（約 12.2km）のうちの短期

２－②、短期２－③としている部分までを中期目標として実施していく。現在の耐震化の機

能確保率については、短期１の対象路線のうちの耐震性能を有している現在の管路延長を基

に設定する。 

 

 

  ※主要な施策のうち、耐水化、高度処理、合流式下水道の改善、汚泥の再生利用、その他処

理水の有効利用については、該当がないため記載しない。 
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  4) 施設の設置に関する方針(様式 1)  和光市公共下水道 

注） ・現在の人口普及率は、令和 5 年度末の行政人口（84,378 人）に対する処理人口（82,092 人）の割合を示して

いる。中期は R11 年度の予測行政人口（83,400 人）に対する R11 年度の事業計画人口（83,290 人）の割合

で設定。 

・都市浸水対策達成率は、雨水の全体計画面積 937ha に対する雨水整備面積の割合を示している。 

  現在：雨水整備面積 438.47ha／全体計画面積 937ha≒0.468 

  中期：雨水整備面積（438.47＋2.38）ha／全体計画面積 937ha≒0.470 

      R6 年度：0ha、R7 年度：0ha、R8 年度：放流管路（１号調整池）0ha    

R9～10 年度：越戸川第１号雨水幹線 0.40 ha 

      R11 年度：新河岸川第２号雨水幹線 1.98 ha       計 2.38ha 整備予定 

・災害時における機能確保率は、耐震化の全対象路線 44.55km（重要な幹線等）に対して、耐震診断により耐

震性が確認または耐震化工事により耐震性が確保された路線延長の割合で示している。 

現在については、下水道総合地震対策（H29～R4 年度）の対象としている「短期１」の対象路線（3,452.71m）

の耐震診断の結果、約 2,343.07m が耐震性能を有していることが分かっている。これより、現在の機能確保

率は次のように求めた。 

（短期１のうち耐震性能を有する路線：2,343.07m）／（全対象路線：44,550.09m）＝0.053 

中期目標としては「短期１」及び「短 期２」（明確な目標時期は示されていない）のうちの短期 2-②、2-③

の管路施設の耐震化を目標とし、機能確保率を次のように求めた。 

        {（短期１：3,452.71m）＋（短期 2-②：1,254.26m）+（短期 2-③：2,262.39m）} 

／（全対象路線：44,550.09m）＝0.156 

主要な 
施策 

整備水準 
事業の重点化・
効率化の方針 

中期目標を達成する
ための主要な事業 指標等 

現在 
(令和 5年度末) 

中期目標 
(令和 11年度末) 

長期目標 

汚水処理 人口普及率 97.3％ 99.9％ 100％ 

・道路未整備地区の
下水道整備は、道
路整備に合わせて

下水道整備を行
う。 

・前回の事業計画の

拡大区域の下水道
整備は、区画整理
事業と合わせて下

水道整備を行う。 

・市街化区域内の下水道
整備を優先的に進め
る。 

浸水対策 
都市浸水
対策達成
率 

整備 
目標
50mm/h 

46.8％ 47.0％ 100％ 

・浸水実績のある区

域の整備を優先的
に行う。 

・越戸川第 1排水区、新

河岸川第 2 排水区の
雨水幹線を中心に雨
水整備を進める。 

耐震化 
災害時に
おける機
能確保率 

主要な
管渠 

5.3％ 15.6％ 100％ 

・短期計画と中長期
計画に分け、さら
に短期計画は３段

階で進めていく。 
・短期計画では「特
に需要な幹線等」

を対象とし、重要
度に応じて順次耐
震化を進める。 

・「下水道総合地震対策
計画」に基づき、「特に
重要な幹線等」のう

ち、処理場に直結する
液状化危険度の高い
下流部（短期１）、次い

で重要な短期２の路
線の耐震化を図る。 

 

 MH 浮上防止、管渠の
更生・可とう性継手 
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 5) 施設の機能の維持に関する方針(様式 2)  和光市公共下水道 

 

a)主要な施設に係る主な措置 

i ) 計画的な点検・調査の頻度 

主要な施設 点検・調査の頻度 

 
管路施設 

・施設の重要度に応じて、年に４回点検を実施 
・点検の結果、異常の可能性がある箇所についてテレビカメラ等による

調査を実施 

 

 

ⅱ) 診断結果を踏まえた修繕・改築の判断基準 

主要な施設 修繕・改築の判断基準 

管路施設 ・緊急度Ⅰを基準に修繕・改築対象とする。 

 

 

ⅲ) 改築事業の概要(令和 6年度～令和 11年度) 

主要な施設 改築事業の概要 

管路施設 延長：0  km 

ストックマネジメント計画を策定していない場合においても、点検・調査等で改築の必要性が確認で

きた箇所においては施行を実施する。 

 

 

ｂ)施設の長期的な改築の需要見通し 

改築の需要見通し 

（年あたりの概ねの事業規模の試算） 
試算の対象時期 試算の前提条件 

年当たり概ね 1.5 億円 概ね 30 年後 
緊急度Ⅰを基準に実施

する 
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